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(57)【要約】
第１キャリア（２）に割り当てられた、少なくとも１つ
の第１摩擦要素（１）、および第２キャリア（４）に割
り当てられた、少なくとも１つの第２摩擦要素（３）を
備える、車両の変速機用の摩擦型シフト要素を提案する
。第１摩擦要素（１）および前記第２摩擦要素（３）は
、重なり合う摩擦面を備えた摩擦相手材として、トルク
を伝達するために、互いに接触可能である。第１または
第２摩擦要素（１、３）は、略環状に構成された摩擦面
（７）を備え、他方の摩擦要素（１、３）は各々、対応
する摩擦面として、少なくとも１つの摩擦面要素（５）
を備える。摩擦面要素（５）は、略径方向で重なり領域
に突出する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両の変速機用の摩擦型シフト要素であって、第１キャリア（２）に割り当てられた、
少なくとも１つの第１摩擦要素（１）、および第２キャリア（４）に割り当てられた、少
なくとも１つの第２摩擦要素（３）を備え、前記第１摩擦要素（１）および前記第２摩擦
要素（３）は、重なり合う摩擦面を備えた摩擦相手材として、トルクを伝達するために互
いに接触可能であり、前記第１または第２摩擦要素（１、３）は、略環状に構成された摩
擦面（７）を備える摩擦型シフト要素において、他方の摩擦要素（１、３）は各々、対応
する摩擦面として、少なくとも１つの摩擦面要素（５）を備え、該摩擦面要素（５）は、
略径方向で重なり領域に突出することを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項２】
　請求項１に記載の摩擦型シフト要素であって、互いに摩擦結合が可能な前記第１および
第２摩擦要素（１、３）は、突出する少なくとも１つの前記摩擦面要素（５）を除いて、
径方向に互いに間隔を空けて配置されることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の摩擦型シフト要素であって、複数の前記摩擦面要素（５）は
、前記第１または第２摩擦要素（１、３）の略環状の基体の円周に亘り分散されて配置さ
れることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項４】
　請求項１～３の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、前記摩擦面要素（５）
は、前記第１または第２摩擦要素（１、３）と一体的に形成されることを特徴とする摩擦
型シフト要素。
【請求項５】
　請求項１～４の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、前記第１摩擦要素（１
）がアウタプレートとして、および前記第２摩擦要素（３）がインナプレートとして構成
され、略環状に構成された前記アウタプレートは、アウタプレートキャリア（２）と結合
するための外側スプライン（６）、および略環状の摩擦面（７）を備え、前記インナプレ
ートは、インナプレートキャリア（４）と結合するための内側スプライン（８）、および
円周に亘り分散されて径方向外側に突出し、前記アウタプレートの環状の前記摩擦面（７
）と重なり合う、複数の前記摩擦面要素（５）を備えることを特徴とする摩擦型シフト要
素。
【請求項６】
　請求項１～４の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、前記第１摩擦要素（１
）がアウタプレートとして、および前記第２摩擦要素（３）がインナプレートとして構成
され、略環状に構成された前記インナプレートは、インナプレートキャリア（４）と結合
するための内側スプライン（８）、および略環状の摩擦面（７）を備え、前記アウタプレ
ートは、アウタプレートキャリア（２）と結合するための外側スプライン（６）、および
円周に亘り分散されて径方向内側に突出し、前記インナプレートの環状の前記摩擦面（７
）と重なり合う、複数の前記摩擦面要素（５）を備えることを特徴とする摩擦型シフト要
素。
【請求項７】
　請求項１～６の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、前記摩擦面要素（５）
は各々、略歯型形状で、前記摩擦要素（１、３）の環状の前記基体に形成されることを特
徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項８】
　請求項７に記載の摩擦型シフト要素であって、歯型形状の前記摩擦面要素（５）は、相
前後して位置する、異なるアール部（Ｒ１、Ｒ２）に亘って、環状の前記摩擦要素（１、
３）に形成されることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項９】
　請求項８に記載の摩擦型シフト要素であって、環状の前記基体において、内周または外
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周領域の前記アール部（Ｒ１）は、前記摩擦面要素（５）の歯型形状の摩擦面の領域の前
記アール部（Ｒ２）よりも大きいことを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項１０】
　請求項１～９の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、前記摩擦面要素（５）
の周方向両側に、リブ状補強部（９）が形成されることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項１１】
　請求項１～１０の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、周方向の少なくとも
１つの摩擦面要素（５）に対して、前記摩擦型シフト要素の非作動状態において強制的に
間隔を与えるために、前記摩擦要素（１、３）の軸方向に弾性を有する、少なくとも１つ
のばねフラップ要素（１０、１０Ａ）を備えることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の摩擦型シフト要素であって、前記ばねフラップ要素（１０、１０Ａ
）は、前記摩擦面要素（５）と一体的に構成されることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項１３】
　請求項１１または１２に記載の摩擦型シフト要素であって、少なくとも１つの摩擦面要
素（５）に対して、周方向両側に、ばねフラップ要素（１０、１０Ａ）を備えることを特
徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の摩擦型シフト要素であって、前記ばねフラップ要素（１０、１０Ａ
）が、前記摩擦要素（１、３）の各々から、軸方向で反対に突出するよう配置されること
を特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項１５】
　請求項１４に記載の摩擦型シフト要素であって、前記ばねフラップ要素（１０、１０Ａ
）は摩擦要素（１、３）において、同一のキャリア（２、４）で隣接する摩擦要素（１、
３）に対して、反対に作用することを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項１６】
　請求項１～１５の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、同一のキャリア（２
，４）の前記摩擦要素（１、３）は、前記スプライン（６、８）の各々の領域において、
ばね要素により強制的に間隔を与えられることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項１７】
　請求項１～１６の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、隣接する前記第１お
よび第２摩擦要素（１、３）の各々が、互いに相対する摩擦面において、軸方向に傾斜が
付けられるか、または円錐状に構成されることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項１８】
　請求項１～１７の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、前記摩擦面要素（５
）の厚みが軸方向に低減し、前記摩擦要素（１、３）の各々の、前記スプライン（６、８
）の領域における厚みよりも薄いことを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項１９】
　請求項１～１８の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、前記摩擦要素（１、
３）の厚みが、環状の前記摩擦面（７）の領域で軸方向に低減し、前記スプライン（６、
８）の領域における厚みよりも薄いことを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項２０】
　請求項１～１９の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、前記摩擦面要素（５
）の周方向の流入領域および／または流出領域において、面取り部またはアール部を備え
ることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項２１】
　請求項１～２０の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、共通のキャリア（２
，４）の前記摩擦要素（１、３）の前記摩擦面要素（５）は、軸方向に重なり合い、相前
後して配置されることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項２２】
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　請求項１～２１の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、前記摩擦面要素（５
）が軸方向に重なり合い配置されるための取り付け補助機構として、スプライン（６、８
、１５）の内側に、異なる歯幅および／または異なる歯溝幅および／または異なる歯の角
度が備わることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項２３】
　請求項１～２２の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、前記摩擦要素（１、
３）は各々、回転対称的に構成されることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項２４】
　請求項１～２３の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、少なくとも１つの支
持要素（１４）を、軸方向から見て、プレートパッケージの先端部および／または末端部
に配置し、前記プレートパッケージの前記摩擦要素（１、３）の対応する摩擦面において
、摩擦面半径中央から外側または内側に向かい、軸方向に間隔を空けて配置されることを
特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項２５】
　請求項１～２４の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、湿式摩擦型シフト要
素を備えることを特徴とする摩擦型シフト要素。
【請求項２６】
　請求項１～２５の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、前記第１および／ま
たは第２摩擦要素（１、３）のうちの少なくとも１つが、前記摩擦面（７）の領域、およ
び／または前記摩擦面要素（５）の領域に、少なくとも１つの溝を備えることを特徴とす
る摩擦型シフト要素。
【請求項２７】
　請求項１～２６の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、前記摩擦要素（１、
３）は、硬化スチール、および／または浸炭窒化スチールから構成されることを特徴とす
る摩擦型シフト要素。
【請求項２８】
　請求項１～２７の何れか一項に記載の摩擦型シフト要素であって、該摩擦型シフト要素
は、自動変速機において連結解除されるシフト要素として使用されることを特徴とする摩
擦型シフト要素。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の上位概念において詳説された種類の、車両の変速機用摩擦型シフ
ト要素に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、ドイツ特許出願公開第10 2009 001 101号明細書は、様々な変速比を得るため
の、複数の摩擦型シフト要素を備える変速機を開示する。摩擦型シフト要素は多板型シフ
ト要素として構成され、許容面圧を高めるために、インナプレートおよびアウタプレート
はライニングのない摩擦面を備える。従って、同様の伝達性能を有するシフト要素を、よ
り小型化可能であり、および開放された作動状態において、発生するドラグトルクが低減
される。
【０００３】
　さらに、ドイツ特許出願公開第10 2009 027 017号明細書は、多板ブレーキまたは多板
クラッチ用のプレートパッケージを開示する。このプレートパッケージにおいては、プレ
ートに弾性効果が与えられているため、プレートパッケージが開放された状態でも、プレ
ート間には所望の間隔が存在する。従って、プレートパッケージ全体に空隙が発生する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
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【特許文献１】ドイツ特許出願公開第10 2009 001 101号明細書
【特許文献２】ドイツ特許出願公開第10 2009 027 017号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明の課題は、可及的に優れた費用対効果で製造可能であり、かつ可及的にドラグト
ルクの発生を低減させた、車両の変速機用摩擦型シフト要素を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この課題は、請求項１に記載の特徴により解決される。好適な実施形態は、従属請求項
、明細書、および図面から明らかとなる。
【０００７】
　特に車両の自動変速機である変速機用の、例えば多板型等の、摩擦型シフト要素等を提
案する。摩擦型シフト要素は、例えばインナプレートキャリアまたはアウタプレートキャ
リアである第１キャリアに割り当てられた、少なくとも１つの第１摩擦要素、および例え
ばアウタプレートキャリアまたはインナプレートキャリアである第２キャリアに割り当て
られた、少なくとも１つの第２摩擦要素を備える。第１摩擦要素は、例えばインナプレー
トまたはアウタプレートであり、および第２摩擦要素は、例えばアウタプレートまたはイ
ンナプレートであり、これらは重なり合う摩擦面を備えた摩擦相手材として、トルクを伝
達するために接触可能である。複数の摩擦要素はプレートパッケージを形成する。第１摩
擦要素および第２摩擦要素は、軸方向に交互に相前後して配置され、および摩擦型シフト
要素が締結された状態において作動されることにより、第１摩擦要素および第２摩擦要素
の各パッケージの間でトルクを伝達するために、互いに押圧し合う。
【０００８】
　本発明に従い、第１摩擦要素または第２摩擦要素は、略環状に構成された摩擦面を備え
る。他方の摩擦要素は各々、対応する摩擦面として少なくとも１つの摩擦面要素等を備え
、この摩擦面要素は、径方向で重なり領域に突出する。
【０００９】
　このようにして、摩擦要素のうちの一方、つまり第１摩擦要素または第２摩擦要素のい
ずれかに、独立した摩擦突起または摩擦歯を設けることで、摩擦面が周方向に繰り返し中
断されることになり、両摩擦要素の間にある接触面または対応する摩擦面が低減される。
例えば、装備された摩擦面要素、つまり摩擦突起または摩擦歯の間にリセスを施すことに
よっても、周方向に中断可能である。従って、互いに摩擦結合が可能な第１および第２摩
擦要素は、突出する各摩擦面要素を除いて、重なり領域を径方向に低減するか、または重
なり合う摩擦面を低減するために、径方向に互いに間隔を空ける。これにより、例えば油
等である冷却剤および／または潤滑剤は、ほぼ妨げられることなく径方向に流出可能であ
る。さらに、ドラグトルクは接触面において冷却剤および潤滑剤がせん断されることで発
生するが、その接触面が最小にまで低減される。
【００１０】
　好適には、装備された各摩擦面要素は、各摩擦要素と一体的に形成可能とする。これに
より、提案する摩擦型シフト要素を製造する際に、費用の点で更なる利点が生じる。
【００１１】
　好適には、本発明の有利な発展形態において、摩擦型シフト要素は湿式摩擦型シフト要
素として構成され、好適には油である流体が、潤滑および冷却のために、摩擦要素パッケ
ージまたはプレートパッケージを通って、摩擦面の領域に導かれる。
【００１２】
　こうしたシフト要素によっては、これらの摩擦型シフト要素に熱的負荷を与えずに、有
益なパワーシフトが可能であるため、好適にも、提案する摩擦型シフト要素を、自動変速
機において連結解除されるシフト要素として使用可能である。連結解除されるシフト要素
は、摩擦型シフト要素が、最低ギヤで締結、最高ギヤで開放され、および全てのギヤ段の
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連続するスルーシフト操作において、シフト状態が一度だけ変更されることを特徴とする
。
【００１３】
　従って、提案するシフト要素においてはドラグトルクが特に僅かであるため、車両の燃
料消費が著しく低減される。さらに、摩擦面が低減されているため、小型化されて必要と
する構造スペースが低減され、製造費用も抑えられる。さらに質量慣性モーメントが低減
され、それにより本発明による摩擦型シフト要素を変速機に装備した車両において、良好
な運転動特性を実現可能である。
【００１４】
　本発明の異なる態様に従い、少なくとも１つの摩擦要素は、隣接する第１および第２摩
擦要素の各々から、互いに相対する摩擦面に対して、断面または軸方向に傾斜が付けられ
るか、または軸方向に先細りに構成される。これにより、例えば内側および／または外側
の摩擦要素は平坦な形状等に構成され、軸方向で構造スペースが節約される。さらに、プ
レートまたは摩擦要素が、負荷の高い領域でより厚く、つまりより強く構成されるため、
同時に強度が更に高まる。負荷の高い領域とは、摩擦要素においてスプラインが装備され
る領域である。さらに、摩擦面要素が、各摩擦要素の環断面に対して広い面で結合するた
め、良好に放熱される。従って、熱的な耐久性が高まる。平坦または円錐状としたことに
より、好適にも、摩擦型シフト要素を締結するために必要な軸方向の圧接力も、更に低減
される。さらには、摩擦型シフト要素の製造時の変形度を更に低減する必要がある。
【００１５】
　本発明の次の態様に従い、提案する摩擦型シフト要素において、強制的に間隔が与えら
れる。これにより、隣接する摩擦要素は開放された状態でも間隔を保ち、および負荷を受
ける状態、つまり締結された状態においては、摩擦要素は作用を受けない。例えば、周方
向の少なくとも１つの摩擦面要素に対して、摩擦要素の軸方向に弾性を有する、少なくと
も１つのばねフラップ要素等を備えることにより、強制的に間隔を与えることが可能であ
る。プレートパッケージにおける摩擦要素に、このようにして強制的に間隔を与えること
により、冷却剤および／または潤滑剤は、流動抵抗を僅かに抑えて径方向に流出可能であ
る。従って、間で発生するせん断力が低減され、ドラグトルクが低減する。
【００１６】
　摩擦型シフト要素は、油圧的、空気圧的、電気機械的または機械的に作動可能である。
既存の冷却剤および潤滑剤を圧媒体として使用可能であるため、湿式摩擦型シフト要素を
油圧的に作動することが好適である。提案する摩擦型シフト要素の摩擦要素は、金属板、
スチール等で製造可能である。スチールは、例えばC15、C60、C75等のカーボン素材を含
有可能である。摩擦要素は、例えば浸炭窒化またはガス窒化等により、硬化させて構成可
能である。摩擦要素のコーティングとして、例えば焼結材、モリブデン、カーボン等を同
期装置と共に備えることが可能である。さらに、摩擦要素のうちの少なくとも１つの摩擦
要素に、例えば平行溝、ワッフル溝、ボトルネック溝である溝等を、紙製ライニングと共
に装備可能である。
【００１７】
　提案する摩擦型シフト要素は、パワーシフトトランスミッションにおいて使用可能であ
る。この摩擦型シフト要素を、無段マルチレンジ変速機または車両の電気駆動装置におい
て適用することも考慮可能である。更なる可能性として、四輪駆動の連結解除、リターダ
の連結解除、方向転換グループとして、およびレンジグループとしても適用可能である。
【００１８】
　本発明は、上述の摩擦型シフト要素に加えて、同様の摩擦型シフト要素を備える車両用
の自動変速機を同様に請求する。
【００１９】
　以下に、図面を参照して本発明を更に詳述する。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
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【図１】インナプレートとして構成された摩擦要素が、径方向外側に突出する複数の摩擦
面要素を備える、本発明による摩擦型シフト要素の部分図である。
【図２】インナプレートとして構成された摩擦要素が、径方向外側に突出する複数の摩擦
面要素を備える、本発明による摩擦型シフト要素の部分図である。
【図３】アウタプレートとして構成された摩擦要素が、径方向内側に突出する複数の摩擦
面要素を備える、摩擦型シフト要素の部分図である。
【図４】アウタプレートとして構成された摩擦要素が、径方向内側に突出する複数の摩擦
面要素を備える、摩擦型シフト要素の部分図である。
【図５】複数のアール部に亘ってインナプレートに対して形成された、摩擦面要素の部分
図である。
【図５Ａ】複数のアール部に亘ってインナプレートに対して形成された、摩擦面要素の部
分図である。
【図６】摩擦面要素の周方向両側にリブ状補強部を有する、摩擦型シフト要素の部分図で
ある。
【図７】摩擦面要素の周方向両側にリブ状補強部を有する、摩擦型シフト要素の部分図で
ある。
【図８】隣接する摩擦要素に強制的に間隔を与えるために、摩擦面要素の周方向にばねフ
ラップ要素を形成した、摩擦型シフト要素の部分図である。
【図９】隣接する摩擦要素に強制的に間隔を与えるために、摩擦面要素の周方向にばねフ
ラップ要素を形成した、摩擦型シフト要素の部分図である。
【図１０】隣接する摩擦要素に強制的に間隔を与えるために、摩擦面要素の周方向にばね
フラップ要素を形成した、摩擦型シフト要素の部分図である。
【図１１】隣接する摩擦要素に強制的に間隔を与えるために、摩擦面要素の周方向にばね
フラップ要素を形成した、摩擦型シフト要素の部分図である。
【図１２】隣接する摩擦要素に強制的に間隔を与えるために、摩擦面要素の周方向にばね
フラップ要素を形成した、摩擦型シフト要素の部分図である。
【図１３】隣接する摩擦要素に強制的に間隔を与えるために、摩擦面要素の周方向にばね
フラップ要素を形成した、摩擦型シフト要素の部分図である。
【図１４】隣接する摩擦要素に強制的に間隔を与えるために、摩擦面要素の周方向にばね
フラップ要素を形成した、摩擦型シフト要素の部分図である。
【図１５】隣接する摩擦要素に強制的に間隔を与えるために、摩擦面要素の周方向にばね
フラップ要素を形成した、摩擦型シフト要素の部分図である。
【図１６】隣接する摩擦要素に強制的に間隔を与えるために、摩擦面要素の周方向にばね
フラップ要素を形成した、摩擦型シフト要素の部分図である。
【図１７】各スプラインの領域でばね要素により強制的に間隔を与えられる、摩擦要素を
備えたプレートパッケージとして構成された、摩擦型シフト要素の概略図である。
【図１８】対応する摩擦面に傾斜が付けられ、従って円錐状の摩擦面を備えたプレートパ
ッケージとして構成された、摩擦型シフト要素の概略図である。
【図１９】摩擦面要素の領域において、摩擦要素の厚みが軸方向で低減されたプレートパ
ッケージとして構成された、摩擦型シフト要素の概略図である。
【図２０】環状の摩擦面の領域において、摩擦要素の厚みが軸方向で低減されたプレート
パッケージとして構成された、摩擦型シフト要素の概略図である。
【図２１】環状の摩擦面および摩擦面要素の領域において、摩擦要素の厚みが軸方向で低
減されたプレートパッケージとして構成された、摩擦型シフト要素の概略図である。
【図２２】摩擦面要素の周方向の流入領域および流出領域において、面取り部またはアー
ル部を備えた、摩擦型シフト要素の詳細図である。
【図２３】摩擦面要素の周方向の流入領域および流出領域において、面取り部またはアー
ル部を備えた、摩擦型シフト要素の詳細図である。
【図２４】共通のキャリアに固定された摩擦要素が、軸方向に重なり合い、相前後して配
置された摩擦面要素を備えるプレートパッケージとして構成された、摩擦型シフト要素の



(8) JP 2017-503132 A 2017.1.26

10

20

30

40

50

概略図である。
【図２５】図２４の内側摩擦要素を、回転不能な状態で支承するよう適合されたスプライ
ンを備えた、インナプレートキャリアの概略図である。
【図２６】支持要素が、プレートパッケージ端部に備わり、および摩擦面半径中央から外
側に向かい軸方向に間隔を空けて配置された、プレートパッケージとして構成された、摩
擦型シフト要素の概略的部分図である。
【図２７】支持要素が、プレートパッケージ端部に備わり、および摩擦面半径中央から外
側に向かい軸方向に間隔を空けて配置された、プレートパッケージとして構成された、摩
擦型シフト要素の概略的部分図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　図１乃至図２７は、本発明による車両の変速機用摩擦型シフト要素の異なる実施形態を
、例示的に多板型シフト要素として示す。
【００２２】
　摩擦型シフト要素は、複数の、第１摩擦要素１および第２摩擦要素３を備える。第１摩
擦要素１は回転不能な状態で第１キャリア２に固定され、第２摩擦要素３は回転不能な状
態で第２キャリア４に固定される。第１および第２摩擦要素１、３は、プレートパッケー
ジとして、交互に相前後して配置され、第１摩擦要素１と第２摩擦要素３の各々の間に、
重なり合う摩擦面が生じる。トルクを伝達するために、摩擦要素１および３は、軸方向に
押圧し合う。
【００２３】
　第１または第２摩擦要素１、３は各々、略環状に構成された摩擦面を備える。他方の摩
擦要素１、３は各々、対応する摩擦面として、重なり領域において径方向に突出する、複
数の摩擦面要素５をそなえる。
【００２４】
　図１および図２の実施形態では、第１摩擦要素１がアウタプレートとして、および第２
摩擦要素３がインナプレートとして構成される。略環状に構成された各アウタプレートは
、アウタプレートキャリア２と結合するための外側スプライン６、および略環状の摩擦面
７を備える。第２摩擦要素３であるインナプレートは、インナプレートキャリア４と結合
するための内側スプライン８、および円周に亘り分散されて径方向外側に突出し、アウタ
プレートの環状の摩擦面７と重なり合う、複数の摩擦面要素５を備える。
【００２５】
　図３および図４の実施形態では、図１および図２の実施形態とは反対に、摩擦面要素５
が、アウタプレートとして装備された第１摩擦要素１に備わり、および環状の摩擦面７が
、インナプレートとして構成された第２摩擦要素３に備わる。摩擦面要素５は、円周に亘
り分散されて径方向内側に突出し、環状の摩擦面７と重なり合うよう配置される。図２お
よび図４に示す、プレートパッケージに対する矢印は、本発明による摩擦型シフト要素を
締結すべく作用する軸力を示す。
【００２６】
　図１乃至図４の両実施形態に関わらず、互いに摩擦結合が可能な第１および第２摩擦要
素１、３は、突出する摩擦面要素５を除いて、径方向に互いに間隔を空けて配置される。
【００２７】
　摩擦面要素５は、第１または第２摩擦要素１、３と一体的に形成されるため、周方向に
、複数の独立した歯型形状の摩擦面または接触面が備わる。これらの摩擦面または接触面
は、摩擦型シフト要素が締結された状態で、環状の摩擦面７と接触可能である。可及的に
優れた費用対効果で製造可能であり、かつ可及的にドラグトルクを低減させた摩擦型シフ
ト要素を実現するために、摩擦要素５において、長さおよび幅の関係、角度、エッジ形状
および表面構造を最適化可能である。
【００２８】
　図５および図５Ａは、図１および図２の実施形態において、第２摩擦要素３の基体に形
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成された摩擦面要素５の詳細図である。摩擦面要素５と一体的に構成された摩擦要素３の
機械的強度を高めるために、環断面が摩擦面要素５の方向に拡大される。これは、図５お
よび図５Ａの実施形態において、略環状の摩擦要素３の外周が、形成された摩擦面要素５
の領域で拡大されていることを意味する。図５Ａでは、歯型形状の摩擦面要素５は、相前
後して位置する異なるアール部Ｒ１、Ｒ２に亘って、環状の摩擦要素３に形成される。摩
擦要素３の環状の基体の外周領域における半径は、摩擦面要素５の歯型形状の摩擦面の端
部より大きい。このようにして、突出する摩擦面要素５において、基体に対する移行部を
、その応力図の点で最適化する。環断面が摩擦面要素５の方向に拡大するため、プレート
パッケージが全体としては、径方向によりコンパクトな構成となる。従って、摩擦面要素
５は動力伝達の際に、曲げモーメントを環形状へと伝達する。この結果として生じる応力
図を、摩擦要素３において良好に形成するために、環形状からのカーブをまず大きなアー
ル部Ｒ１（長い矢印）から開始し、小さなアール部Ｒ２（短い矢印）で摩擦面要素５の方
向へ更に導くことが有用である。摩擦面要素５における形状またはアール部の変化は、摩
擦歯または摩擦面要素５の両側で異なるよう形成可能である（好適な回転方向において）
。
【００２９】
　図６は、摩擦型シフト要素の側面部分図を示す。図７は、図６の切断線VIIに沿った断
面図を示す。これらの図示の実施形態では、摩擦面要素５の周方向両側に、リブ状補強部
９が形成される。従って、摩擦面要素５の摩擦面を拡大することなく強度を高めるために
、外側に突出する摩擦面要素５の領域に、プレートの幅または厚みを低減した領域が隣接
する。プレートの幅を低減するには、例えば機械加工により、摩擦面要素５の元来の摩擦
面に隣接する傾斜を成形し、低減可能である。このようにして成形されたリブは、摩擦面
要素５を機械的に支持する。こうして強度を得ることで、追加的にプレートパッケージを
更にコンパクトに設計可能である。こうした設計により、更に費用対効果に優れ、材料強
度が高まり、または加工硬化を得ることになる。
【００３０】
　図８は、摩擦面要素５を備えた摩擦要素１、３の上面図である。摩擦面要素５の周方向
両側に、強制的に間隔を与える、各ばねフラップ要素１０および１０Ａが配置される。
【００３１】
　特に図８、１０、１２乃至１５から明確であるように、ばねフラップ要素１０、１０Ａ
は、各摩擦要素１、３の軸方向に弾性を有して構成され、摩擦型シフト要素の非作動状態
において、摩擦要素１または３の摩擦面の軸方向に突出する。好適には、特に図９、１１
、１４および１６から明確であるように、ばねフラップ要素１０、１０Ａは摩擦面要素５
と一体的に構成される。
【００３２】
　好適にはばねフラップ要素１０、１０Ａが、摩擦要素１、３の各々から軸方向で反対に
突出するよう、各摩擦面装置５に配置される。特に図１０および図１５に示すように、複
数の摩擦要素１、３から構成されるプレートパッケージにおいては、ばねフラップ要素１
０、１０Ａは摩擦要素１または３において、同一のプレートキャリア２または４で隣接す
る摩擦要素１または３に対して、軸方向で反対に作用する。摩擦型シフト要素は図１０お
よび図１５で開放され、つまりプレートまたは摩擦要素１、３が開放状態にある。ばねフ
ラップ要素１０、１０Ａが、いかにして隣接する摩擦要素１の間隔を保つかは、明確に図
示されている。このように間隔を確保することで、間を流れる冷却剤および潤滑剤油が受
けるせん断力が低減し、それによりドラグトルクが低減する。
【００３３】
　ばねフラップ要素１０、１０Ａがいずれの実施形態であるかに関わらず、隣接する摩擦
要素１、３に対して間隔が保たれる。摩擦型シフト要素が負荷を受ける状態、つまり締結
された状態においては、ばねフラップ要素１０、１０Ａは圧縮されるか、または押しのけ
られ、本来の摩擦面が接触する。特に良好な状態で、強制的に間隔を与える機能が確実に
発揮されるよう、ばねフラップ要素１０、１０Ａを、摩擦要素１、３または摩擦面要素５
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よりも薄く構成することが効果的である。理想的には、開放された状態の摩擦要素１、３
を適切に分離するために、こうしたばねフラップ要素１０、１０Ａを、円周に亘り分散さ
せて、複数個配置する。ばねフラップ要素１０、１０Ａは、必ずしも図示のように摩擦面
要素５に固定する必要はない。ばねフラップ要素１０、１０Ａを受容するための、専用の
キャリア等も適用可能である。この場合、ばねフラップ要素１０、１０Ａ用のキャリアも
、同様に他の摩擦要素１、３より薄く構成する。
【００３４】
　プレートパッケージ全体で構造的要因から備わる空隙を、個々の摩擦要素１、３のばね
の撓みの総量よりも大きくすることが可能である。これは、摩擦型シフト要素が開放され
た際に、ばねフラップ要素１０、１０Ａは完全に浮揚可能であり、つまり、ばねフラップ
要素１０、１０Ａが必ずしも擦れ合う必要がないことを意味する。これは特に、ばねフラ
ップ要素１０、１０Ａが異なる回転数において機能する、つまり異なるキャリア２、４上
の摩擦要素１、３に対して作用するケースに関連する。
【００３５】
　例えば図１２、１４、１５および１６では、摩擦要素３は、例えば紙製ライニング等で
ある摩擦ライニングを備えたライニング付きプレートとして示される。それに対して、図
１３の摩擦要素３はライニングなしで示される。
【００３６】
　図１７は、強制的に間隔を与える他の可能性を示す。この実施形態においては、同一の
プレートキャリア２、４の摩擦要素１、３は、スプライン６、８の各々の領域において、
個々のばね要素１１、１２により強制的に間隔を与えられる。ばね要素１１、１２は単純
に示されているが、ばねに限らず、ばね板等としても構成可能である。ばね要素１１、１
２は、同一のプレートキャリア２、４に割り当てられたプレートまたは摩擦要素１、３に
作用する。従って、摩擦要素１、３の間で、回転数に差がない。ばね要素１１、１２の助
けにより、各キャリア２、４の摩擦要素１、３は互いに間隔を空け、および異なるキャリ
ア２、４の摩擦要素１、３は、２つの摩擦ポイントにおいてのみ互いに間隔を空ける。こ
のようにして、定義された通りの間隙が備わり、シフト要素が開放された状態でのドラグ
トルクの発生は僅かであり、無視できる程度である。従って図１７の実施形態では、イン
ナプレートおよびアウタプレートから構成されたプレートパッケージが、互いに中央に整
列する。
【００３７】
　図１８乃至図２１は、摩擦型シフト要素の異なる実施形態を示す。これらの実施形態に
より、機械的強度が高まり、および軸方向の構造スペースを節約できる。さらに、放熱が
良好であると共に軸方向の圧接力が更に低減され、追加的に、摩擦要素１、３の製造時の
変形度合いを更に低減可能である。
【００３８】
　図１８においては、隣接する第１および第２摩擦要素１、３の各々が、互いに相対する
摩擦面において、断面に傾斜が付けられるか、または円錐状に構成される。特に円錐状と
した効果により、軸方向の圧接力が低減される。この実施形態においては、摩擦面要素５
および摩擦面７が軸方向で先細り、および先細りの部分は対称に構成される。非対称とす
るか、または片側を平坦にすることも可能である。
【００３９】
　図１９においては、摩擦面要素５の厚みが軸方向に低減し、第２摩擦要素３のスプライ
ン８の領域における厚みよりも薄い。この実施形態においては、摩擦面要素５が軸方向で
先細り、先細りの部分は対称に構成される。非対称とするか、または片側を平坦とするこ
とも可能である。
【００４０】
　図２０の摩擦型シフト要素においては、第１摩擦要素１の厚みが、環状の摩擦面７の領
域で軸方向に低減し、スプライン６の領域における厚みよりも薄い。摩擦面要素５の厚み
は、不変に構成されている。この実施形態においては、環状の摩擦面７が軸方向で先細り
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、先細りの部分は対称に構成される。非対称とするか、または片側を平坦とすることも可
能である。
【００４１】
　図２１は、図１９および図２０の実施形態を互いに組み合わせた実施形態を示す。
【００４２】
　図２２および図２３は、摩擦面要素５の周方向の流入領域および流出領域において、面
取り部またはアール部を備えた、摩擦型シフト要素の異なる詳細図である。従って摩擦面
要素５または摩擦歯は、隣接する摩擦要素を保護するために、その流入領域および流出領
域に面取り部またはアール部を備える。これにより、摩擦面要素５が旋盤のように切削し
つつ摩擦相手材の上を摺動することが防止される。さらにこれによっては、ドラグトルク
をも低減可能である。
【００４３】
　図２４は、取り付け補助機構を備えた摩擦型シフト要素を提案する。内側のプレートキ
ャリア４の摩擦要素３における摩擦面要素５は、軸方向に重なり合い、相前後して配置さ
れる。摩擦要素１または３の取り付けの際には、摩擦面要素５または歯部が、確実に軸方
向で相前後して位置することが重要である。そのために摩擦要素１、３は、個々の歯部ま
たは歯溝に対して、形状が異なるスプライン６、８を備える。取り付け機構がスプライン
３に対応しているため、所望の回転位置に、確実に取り付け可能である。図２４において
、摩擦要素１、３は追加的に回転対称的に構成される。回転対称的とは、いずれの側が上
および下を示すか重要でないことを意味する。これにより、誤った取り付けの可能性が低
減する。
【００４４】
　対応するキャリア２、４と結合し、摩擦面要素５が軸方向に重なり合い、相前後して配
置される取り付けを強制するために、スプライン６、８の内側には、例えば、異なる歯幅
および／または異なる歯溝幅および／または異なる歯の角度が備わる。
【００４５】
　図２５に示すように、プレートキャリア４は、そのスプライン１５が摩擦要素３に適合
する形状であるため、誤った回転角度での取り付けの可能性が排除される。
【００４６】
　図２６および図２７は、第１摩擦要素１および第２摩擦要素３から構成された、対応す
るプレートパッケージを備える摩擦型シフト要素を提案する。図２６のプレートパッケー
ジは開放、または開かれており、図２７では締結、またはシフトされている。摩擦型シフ
ト要素を作動させ、必要な軸力を発生させるピストン１３は、軸力がプレートパッケージ
に与えられるよう、対応して作動される。力はプレートパッケージを通って導かれ、最後
の摩擦要素１において、プレートキャリア２に戻る。これにより、最後の摩擦要素１が波
打つ。波打つ状態に左右されることなく、摩擦面において接触パターンが均一となるよう
、少なくとも１つの支持要素１４を、先端部および／または末端部に配置するよう提案す
る。支持要素１４は、図２６および図２７の実施形態において、摩擦要素パッケージまた
はプレートパッケージの末端部に配置され、摩擦要素の対応する摩擦面において、摩擦面
半径中央から外側または内側に向かい、軸方向に間隔を空けて配置される。図示の実施形
態では、支持要素１４は外側に向かう。
【符号の説明】
【００４７】
１　　第１摩擦要素またはプレート
２　　第１キャリア
３　　第２摩擦要素またはプレート
４　　第２キャリア
５　　摩擦面要素
６　　第１摩擦要素のスプライン
７　　環状の摩擦面
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８　　第２摩擦要素のスプライン
９　　リブ状補強部
１０、１０Ａ　ばねフラップ要素
１１　ばね要素
１２　ばね要素
１３　ピストン
１４　支持要素
１５　第２キャリアのスプライン
Ｒ１、Ｒ２　アール部
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